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１． 背景と目的 

災害による経済的被害予測の推定精度は最適な防災計

画策定のための重要な要素である．従来，経済均衡モデ

ルによる災害の経済的被害推定を行ってきたが，そこで

前提としている経済均衡条件が，災害後にどの時点で，

どの程度成立しているのかが，この推定結果に大きく影

響していると考えられる．そこで，本研究では独占的競

争理論を用いた空間的応用一般均衡モデルによる経済的

被害推定法を提案し，実証分析結果から，災害後の市場

均衡条件の考え方について再考する． 
図－１は，阪神淡路大震災前後の廃業率の推移を示し

ている．全国と比較すると，震災後，兵庫県の廃業率が

全国平均と比較して著しく高くなっていることがわかる．

つまり，震災後，数年間は被災地の企業数（あるいは企

業規模）が非被災地と比較し異なる特徴を示している．

そのため，本研究では，企業規模を内生的表現可能な独

占的競争理論を用いた空間的応用一般均衡モデルを構築

し，実証分析を行うことを目的としている． 
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図‐１ 阪神淡路大震災の廃業率への影響 1)  

 

２．SCGEモデルの定式化 

(1)モデルの概説 

以下では，モデルの定式化を行う．具体的には通常の

完全競争状態の企業，家計の行動モデルに加え，独占的

競争状態のバラエティ生産企業を想定する．各バラエテ

ィ生産企業は独占的競争理論に従い，マークアップ価格

を提示し市場全体では固定費用の存在によるゼロ利潤条

件を満たすように新規参入，退出を繰り返すとする．モ

デルの概略は図‐２のとおりである. 
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図‐２ モデル概略図 

 

(1)主な前提条件 

(a)多地域多産業で構成された経済を想定する． 
(b)社会経済には完全競争財生産企業，バラエティ生産企
業，家計の３種類の主体が存在する． 

(c)完全競争財生産企業は，家計から提供される生産要素
(資本・労働)を投入して，それぞれの生産物を製造す
る． 

(d)バラエティ生産企業は，完全競争財生産企業が生産し
た生産物を投入して新たな生産物を製造する． 

(e)家計は企業に生産要素（資本・労働）を提供して所得
を受け取る．そして，その所得をもとに財の消費を行

う． 
(f )すべての市場はすべての企業利潤がゼロという意味で
長期的均衡状態にある． 

 

(2)完全競争企業の行動モデル 

地域rに立地し財iを生産する企業は，自地域と他地域
で生産された中間投入財，労働，資本により構成される

生産要素より，ネスティッドCES型の生産構造技術を用
いて生産する．そこで，費用最小化の第一段階において 
は，付加価値と中間投入合成財の生産技術をLeontief型で
仮定し，第二段階においては，労働と資本の生産技術を

コブダグラス型で仮定する． 
 
Stage 1 (費用最小化の第一段階) 
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Stage 2 (費用最小化の第二段階) 
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この２段階最適化問題を解くと，次のような需要関数，

費用関数を得る． 

・中間財需要関数 

r
i

r
ji

r
ji QaX =                                    (3) 

・労働需要関数 
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・資本需要関数 
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・合成生産要素の費用関数 
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すると，合成生産要素の単位費用関数は次のようになる． 
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ただし， 
r
iC  ：地域r産業iの総費用関数 
'r

iP  ：地域r財iの需要者価格(C.I.F. Price) 
r
jiX  ：地域r財iの生産に使われる中間投入財 jの量 

r
iV  ：地域r産業iの付加価値 
r
Vic  ： r

iV の単位費用関数 
r
iQ  ：地域r産業iの生産量 

r
iVA ：地域r産業iの付加価値 

r
ia0  ：地域r産業iの付加価値比率 

r
jia  ：地域r産業iの生産に関する投入係数 
rw  ：地域rの労働賃金率 

rr  ：地域rの資本レント 
r
il  ：地域r産業iの労働投入量 
r
ik  ：地域r産業iの資本投入量 
r
iα  ：地域r産業iの効率パラメータ 
r
iβ  ：地域r産業iの生産要素の分配パラメータ 

 

(3)独占的競争企業の行動モデル 

バラエティ生産企業は財生産企業が生産した生産物を

用いてDixit-Stigliz型生産構造技術（Dixit and Stigliz，
1977）で新たな生産物を生産し市場へ供給するとする．
そこでは，多数の企業が独占的競争状態にあるとしてい

る．まず，個別のバラエティ生産企業の費用最小化行動

を以下のように定式化する． 
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(8)より求められる需要関数より，バラエティ生産財の自
己価格弾力性は以下のようになる． 

r
i

r
vi

r
i

q
p

σ
1

ln
ln

−=
∂

∂                                  (9) 

よって，バラエティ企業の利潤最大化行動から導かれる

供給者価格は以下のように定義できる． 
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ここで，市場での利潤ゼロ条件から r r r r
i i i iP D p Q= は常に

成り立っている．また，マークアップ分が固定費用に用

いられるので，可変費用および固定費用の投入量は以下

の関係を満たす． 
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ここで，バラエティ企業の対称性を仮定すると，1企業あ

たりのバラエティ企業の可変投入量および固定投入量は

以下のようになる．ここで，１企業あたりの固定費用は

固定される． 
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これらの値から，バラエティ生産企業の初期の効率パラ

メータの値が求まる． 
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次に，需要が変化した場合を想定すると以下のようにな

る．まず，需要変化から可変生産要素の需要は式(8)の最
適化問題から次のように求まる． 
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全体での超過利潤が消滅するゼロ利潤条件は以下のよう

になる．すなわち，(16)および(17)の式を満たすように，
需要変化後の企業数は決定される． 

( )r r r fr r r
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この新しい企業数の下で，完全競争企業への財需要は以

下のように求まる． 

( )r r r fr
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ただし， 
r
ip  ：地域r財iの財生産企業からの財購入価格 
r
viq  ：地域r企業vの製品差別化された財iの投入量 
r
iD  ：地域r財iのバラエティ生産企業による生産量 
r
ia  ：地域r財iのバラエティ生産企業の効率パラメータ 
r
iσ  ：地域r財iの自己価格弾力性 
r

iP  ：地域r財iのバラエティ生産企業の供給者価格 
fr

vq •
 ：地域r財iバラエティ生産企業vの固定投入量 
 

(4)家計の行動モデル 

地域rには代表的な世帯が存在し，自地域と他地域の
財iを消費し，CES型の効用関数構造を持つと仮定する． 
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式(19)を解くと，次の需要関数を得る． 
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ただし， 
rU  ：地域rの効用関数 

r
iγ  ：地域rの家計における産業iからの消費分配パラメ

ータ 
r
id  ：地域rの家計が消費する財iの消費量 
cσ  ：家計の財消費に関する代替パラメータ 
ry  ：地域rの家計の所得 

rL  ：地域rの労働供給量 
rK  ：地域rの資本供給量 
 

(5)地域間交易モデル 

地域間交易については，地域間交易係数は地域 'r の消
費者および企業が生産地rを財の購入先に選ぶ確率と考
え，以下のようにHarker型で定式化する． 
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また，均衡状態では消費地価格は次の式を満たす． 
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ただし， 

'rr
iS  ：地域間交易係数 

'rr
iφ  ：輸送費用率 
iλ  ：ロジットパラメータ 
 

(6)市場均衡条件 

(a)完全競争財価格体系 

( )' ' , ,r r r r r
i i iP c P w r=                               (23) 

 (b)独占的競争市場 
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 (c)生産要素市場 
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３．実証分析 

本研究では，災害発生により交通ネットワークが寸断

したことによる経済的被害予測を行った．モデルでは交

通ネットワーク寸断による変化を，交通一般化費用の増

加によって表現している．災害シナリオは，静岡県で災

害が発生し，静岡県内の東名高速道路が通行不可能にな

ることにより交通一般化費用が上昇することを想定して

いる．また，生産財は完全競争のもとで生産される財（第

一次産業，第三次産業）と，独占的競争のもとで生産さ

れる財（第二次産業）とする．計算結果は以下のとおり

である．なお， 2 4rσ = としている． 
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図‐３ 災害による経済的被害 

 
図‐３は独占的競争を考慮したSCGEモデルでの経済
的被害額の計算結果を示したものである．図‐３より，

直接的な被災地域である静岡県の経済的被害は，1.30兆
円である．今回の災害シナリオ下では，隣接する愛知県

の被害額が1.31兆円と直接被災地域である静岡県より大
きくなることが分かる．また，東京(7,615億円)，神奈川
(6,494億円)の被害額が他県に比べ大きくなっており，関
東地方での太平洋側で被害が大きくなることが確認でき

る． 
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図‐４ 企業数の変化 

 

図‐４は災害後の企業数の変化率を示したものである．

まず，被災地域である静岡では企業数が大きく減少して

いる．これは，災害によって生産量が減少し，１企業に

おける生産効率が悪くなるために，静岡県内から企業が

撤退したと考えられる．また，静岡に隣接している，岐

阜(0.26%)，愛知(0.24%)では他県に比べ大きく企業数が
増加している．これは，静岡県内の撤退した企業が，新

規参入を図るためと考えられる． 
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図‐５ 生産量の変化 

 

図－5は各都道府県，各産業別の生産量の変化を示して

いる．静岡県の第二次産業で被害が著しく大きく，一方

で，静岡県の第三次産業での生産量が増加している．今

後より詳細に分析する必要があるが，これは，静岡県の

世帯が第二次産業の製品の代替財として第三次産業の製

品を消費したためであると推測できる．これらの想定が

災害時にどの程度妥当であるかは，今後検討の余地があ

る． 

 

４．結論 

本研究では，通常のSCGEモデルに，独占的競争企業の

行動を組み込み，企業規模の変化を内生的に扱えるよう

にモデルの構築を行った．既存研究にはない，企業規模

の変化とそれに伴う経済的被害の評価を行うことができ

た．現在のモデルでの想定は，生産財市場は均衡し，生

産要素市場は地域内で均衡するような社会を想定し，そ

れに伴い，企業規模が内生的になるようモデルを構築し

た．災害後にどのような市場条件がどのような時間で成

立するのかにより，どの程度経済的被害予測が異なって

くるのか，今後検討が必要である．また，それら結果の

考察と事後的な経済被害の現地調査結果から，どのよう

な想定の経済被害推定モデルが望ましいか検討する必要

がある． 
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